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(57)【要約】
【課題】　冷却板に蓄熱材を封入し潜熱を利用して温度
上昇を抑制する際に、蓄熱材の融解に伴った体積膨張に
より、冷却板の構造体を破壊するおそれがある。
【解決手段】　冷却板内部に気相部と気相部に連通した
内圧調整部を設けることで、融解して膨張した蓄熱材が
気相部に移動し、内圧調整部に複数の穴を設け、当該穴
に気体を透過し蓄熱材を透過しない素材を貼り付けるこ
とで、蓄熱材の融解に伴った体積膨張による冷却板の破
壊を防ぐようにした。
【選択図】　　　図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　蓄熱材を収容した保持部と、当該保持部に連通し当該蓄熱材の融解による体積膨張を吸
収する気相部とを内部空間に有した構造体と、
　上記構造体の側面に取り付けられ、上記気相部に連通する複数の孔を有した内圧調整部
と、
　上記内圧調整部のそれぞれの孔を覆い、気体を外部に透過し上記蓄熱材を外部に透過し
ない素材と、
を備え、
　上記気相部は、上記蓄熱材の融解による体積膨張を吸収する容積を有した
　ことを特徴とする冷却板。
【請求項２】
　上記気相部は直方体形状の空間をなし、
　上記内圧調整部は、上記気相部の８隅に内圧調整穴を設けた請求項１記載の冷却板。
【請求項３】
　上記保持部は、複数の冷却フィンを有し、隣接する冷却フィンの間の空間に蓄熱材を備
えたことを特徴とする請求項１または請求項２に記載の冷却板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、電気部品を有した電子機器を冷却する冷却板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、マイクロ波で動作する高周波半導体を複数個集積したマイクロ波回路は、高集積
化され、単位面積当たりの発熱量が増加傾向にある。また、窒化ガリウム（ＧａＮ）半導
体からなる増幅器は、単位面積当たりの発熱量が特に大きく、マイクロ波回路の冷却板に
高い放熱能力が望まれている。通常の冷却板は、アルミ、銅等の金属板に複数の突起（ヒ
ートシンク）を設けることで、放熱面積を増やし、放熱能力を向上させている。
【０００３】
　また、マイクロ波回路で構成されるアクティブフェーズドアレイアンテナは、その高出
力化及び信号処理の高速化に伴い発熱量が増加する一方で、小型化及び軽量化が求められ
ている。発熱量増分に応じて冷却能力を向上させると、冷却板が必然的に大型化、重量化
せざるを得ず、要求仕様を満足しない。従来の冷却板は放熱能力に限度があり、放熱能力
を上げるには冷却板の面積を増大する必要がある。
【０００４】
　しかしながら、短時間の冷却であれば、冷却能力が高くかつ軽量な冷却器が知られてい
る。この冷却器は、蓄熱材と呼ばれる所要温度で固体から液体へ状態変化を起こす相変化
物質を封入することで、蓄熱材の潜熱を利用し、マイクロ波回路のような電気部品を有し
た電子機器について、その温度上昇を抑制する。
【０００５】
　特許文献１は、蓄熱材に低温融解塩を利用し、冷却器の内部に蓄熱材を封じ込め、蓄熱
材の潜熱を利用して、電子機器からの発熱を抑えることが示されている。
【０００６】
　また、特許文献２は、蓄熱材を融解させた状態で冷却器の内部に密閉し、凝固する際に
体積が収縮することを利用して、冷却器内部を低圧にする。これにより、電子機器の動作
時に蓄熱材が融解し、体積が膨張する際に冷却器内部は大気圧以上の圧力にならず、冷却
器に内圧による負荷が加わらないようにしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
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【特許文献１】特開平１０－１３５３８１号公報
【特許文献２】特開２００４－２４７４２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　冷却板の内部に蓄熱材を封入し、電子機器の発熱部に冷却板を接触させることで、電子
機器の放熱能力を向上するとともに、軽量化することができる。蓄熱材を封入した従来の
冷却器は、蓄熱材が固体から液体へ溶融する際に、体積の増加を伴う。一方、液化した蓄
熱材を冷却板の外部に漏出させてしまうと、電気部品に悪影響を与える可能性がある。こ
のため液化した蓄熱材を構造体内部で保持する。
【０００９】
　しかしながら、体積膨張が著しい蓄熱材を利用した場合、特許文献１は蓄熱材の融解時
に冷却器を破壊する。また、特許文献２は蓄熱材が融解している高い温度を維持しながら
、高い気密性を持って密閉する必要があり、製造コストが大きくなる。また、特許文献２
は、冷却器内部の大気圧が所定以上に上がらないよう、冷却器に所定容量の空間を形成す
ることから、冷却器が大きくなる。このため小型かつ軽量な冷却板を得るには限界があっ
た。
【００１０】
　この発明は係る課題を解決するためになされたものであって、より小型で軽量な冷却板
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　この発明による冷却板は、蓄熱材を収容した保持部と、当該保持部に連通し当該蓄熱材
の融解による体積膨張を吸収する気相部とを内部空間に有した構造体と、上記構造体の側
面に取り付けられ、上記気相部に連通する複数の孔を有した内圧調整部と、上記内圧調整
部のそれぞれの孔を覆い、気体を外部に透過し上記蓄熱材を外部に透過しない素材とを備
え、上記気相部は上記蓄熱材の融解による体積膨張を吸収する容積を有したものである。
【発明の効果】
【００１２】
　この発明によれば、冷却板に収容した蓄熱材が融解により体積膨張した場合でも、気体
を透過し蓄熱材を透過しない素材で穴を覆った内圧調整部を設けることによって、冷却板
の内圧増大を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施の形態１による電子機器の構成を示す斜視図である。
【図２】実施の形態１による冷却板の外観斜視図である。
【図３】実施の形態１による冷却板の構造を示す断面図である。
【図４】実施の形態１による蓄熱材融解後の冷却板の状態を示す断面図である。
【図５】実施の形態１による蓄熱材融解後に内圧調整部の機能が無効化した冷却板の状態
を示す断面図である。
【図６】実施の形態１による蓄熱材融解後に電子機器の姿勢が変化したことで内圧調整部
の機能が無効化した冷却板の状態を示す断面図である。
【図７】実施の形態１による蓄熱材融解後に電子機器の姿勢が変化しても内圧調整部が機
能する冷却板の状態を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
実施の形態１．
　図１は、この発明に係る実施の形態１による電子機器の構成を示す斜視図である。図２
は実施の形態１による冷却板の外観斜視図である。図３は実施の形態１による冷却板１の
構造を示す断面図である。図４は実施の形態１による蓄熱材融解後の冷却板１の状態を示
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す断面図である。
【００１５】
　図１において、実施の形態１による電子機器は、冷却板１と、複数の発熱体２と、保持
部材１２から構成される。複数の発熱体２は、冷却板１の上下面に接触して実装される。
保持部材１２は、冷却板１の端面に取り付けられる。保持部材１２は、内圧調整穴１３が
形成されている。図１の例において、保持部材１２は冷却板１の側面に取り付けられてい
る。
【００１６】
　図２において、冷却板１は、金属部材からなる構造体１００によって構成され、当該構
造体１００は内部空間を形成する。構造体１００の内部空間の一部は保持部２２の内部空
間を形成している。また、構造体１００の内部空間の一部は気相部２１を形成する。保持
部２２の内部空間と気相部２１は、間仕切りを介して隣接している。気相部２１は内圧調
整穴１３に連通している。
【００１７】
　図３において、保持部２２は、内部空間に蓄熱材３を収容している。保持部２２は、内
部空間に複数の冷却フィンを挿入し、冷却フィンと冷却フィンの間（すなわち隣接する冷
却フィンの間）に蓄熱材３を収容するようにしている。保持部２２の内部空間は、複数の
蓄熱材通し穴５を介して気相部２１に連通している。保持部材１２は、素材１１を冷却板
１に保持する。素材１１は、例えば多孔質物質から形成され、気体を透過し蓄熱材を透過
しない素材から構成される。保持部材１２は、内圧調整部６が設けられている。内圧調整
部６は、複数の内圧調整穴１３が形成されている。気相部２１は、内圧調整穴１３を介し
て外部空気と連通している。素材１１は内圧調整穴１３を覆い、保持部材１２に保持され
る。気相部２１は、蓄熱材３の融解による体積膨張を吸収する容積を有している。
【００１８】
　次に動作について説明する。
　冷却板１は、上下面に設置された発熱体２の発熱により温度が上昇する。その温度上昇
に伴う熱は蓄熱材３に伝達し、蓄熱材３は融解温度に達する。融解した蓄熱材３は液化蓄
熱材４に相変化し、構造体１００内部の蓄熱材３の保持部２２と気相部２１の間に設けら
れた蓄熱材とおし穴５を通り抜け、図４に示すように気相部２１に移動する。気相部２１
に移動した液化蓄熱材４の体積により、気相部２１の内部圧力は増加する。液化蓄熱材４
は、冷却板１の構造体１００の側面に設けた内圧調整穴１３をとおり、気相部２１から気
体が抜け出し、過大な圧力が構造体１００に印加されることがなくなる。
【００１９】
　内圧調整部６は、気体を透過する素材１１を設置している。気体を透過する素材１１は
、気体を通すが表面張力が一定以上の液体を通さない性質がある。このため気相部２１に
移動した液化蓄熱材４は構造体１００に保持されたままであって、気相部２１の気体だけ
が構造体１００の外部に排出される。これにより、構造体１００の内部圧力が極端に高く
なることはないので、圧力による構造体１００の破壊を防ぐことができる。
【００２０】
　図５は、蓄熱材３が融解した後に、内圧調整部６の機能が無効化した場合における冷却
板１の断面図である。また、図６は、蓄熱材３が融解した後に電子機器の姿勢が変化した
ことで、内圧調整部６の機能が無効化した場合における冷却板１の断面図である。また、
図７は、蓄熱材３が融解した後に電子機器の姿勢が変化しても内圧調整部６が機能する冷
却板１の断面図である。
【００２１】
　図５に示すように、例えば構造体１００の底面のみに液化蓄熱材４が流れ、内圧調整穴
１３を覆ってしまうと気相部２１の気体は排出されなくなり、構造体１００の内圧が増加
し、構造体１００および気体を透過する素材１１、保持部材１２を破壊する懸念がある。
また、図５の状態を回避するため、図６に示すように構造体１００の側面に内圧調整穴１
３を開けた場合も、気体が排出されない状況が生じる。飛しょう体、船舶等の移動体に搭



(5) JP 2016-8785 A 2016.1.18

10

20

30

40

載される電子機器は、移動体が時々刻々と移動方向および姿勢を変化させることから、液
化蓄熱材４に働く慣性力２３の作用により液面が傾き、すべての蓄熱材３が融解する前に
、液化蓄熱材４の内圧調整穴１３を塞いでしまう可能性がある。
【００２２】
　そこで実施の形態１による冷却板１は、図５、図６の状態を回避するために、直方体形
状の空間をなした気相部２１の多面あるいは隅部に穴を設ける。
【００２３】
　図７において、液化蓄熱材４の様々な方向に慣性力２３が働くため、内圧調整部６の設
置位置によっては液化蓄熱材４の液面が傾斜し、内圧調整穴１３を塞ぐ状態が生じ得る。
しかしながら、実施の形態１による冷却板１は、直方体形状をした気相部２１の８つの隅
に内圧調整穴１３を設けることで、液化蓄熱材４の液面傾斜により内圧調整穴１３が完全
に塞がれる状態を回避する。気相部２１の８つの隅に内圧調整穴１３を設置すると、移動
体が姿勢を変化させても、液化蓄熱材４に覆われない内圧調整穴１３を確保することが可
能となるので、液化蓄熱材４の圧力による構造体１００の破壊を防ぐことができる。
【００２４】
　なお、蓄熱材３の融解後に蓄熱材３が気相部２１で凝固した場合、構造体１００を気相
部２１の上向きに立てながら再加熱することで、蓄熱材３は再び融解する。再度凝固する
際に、蓄熱材３は気相部２１から初期状態において、元々蓄熱材３が封入されていた保持
部２２に戻り、加熱前の初期状態が再現される。かくして、構造体１００を再利用するこ
とができる。
【００２５】
　以上説明した実施の形態１による電子機器は、冷却板１に蓄熱材３を収容するとともに
内圧調整部６を設けることで、コストを抑えながら冷却板１の小型及び軽量化を図るとと
もに、蓄熱材３が液化蓄熱材４に相変化し、その融解により体積膨張した場合でも、冷却
板１に内圧増大による負荷を与えない蓄熱材封入型の冷却板１を提供することができる。
これにより、冷却板１の構造体１００に内圧調整部６を設けることによって、冷却性能を
低下させることなく小型化、軽量化を実現しながら、蓄熱材３の相変化に伴った内圧膨張
による構造体１００、あるいは内圧調整部６自体の破壊を防ぎ、また蓄熱材３の構造体１
００の外部への漏出を防止することができる。
【００２６】
　また、内圧調整部６は、気体を透過できる素材１１を用いるとともに、移動体の姿勢変
化により、内圧調整部６のいずれの方向に慣性力が付与されても、液化蓄熱材４の液面傾
斜によって内圧調整穴１３が塞がれることのない構造にしている。
【００２７】
　かくして、アンテナの高出力化及び信号処理の高速化に伴い、アンテナを構成する電子
機器の発熱量の増加、小型化、軽量化を図るとともに、電子機器を冷却する冷却板１にお
ける蓄熱材３の相変化に伴う破壊を防ぐことができる。
【符号の説明】
【００２８】
　１　冷却板、２　発熱体、３　蓄熱材、４　液化蓄熱材、５　蓄熱材とおし穴、６　内
圧調整部、１１　気体を透過する素材、１２　保持部材、１３　内圧調整穴、２１　気相
部、２２　保持部、２３　慣性力、１００　構造体。
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